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博⼠⼈材は、持続的な科学技術イノベーションの主たる担い⼿

博⼠⼈材を取り巻く状況は厳しく、かつ社会全体における博⼠⼈材の
活躍状況の把握・提⽰がなされていない

⽶・英・仏では博⼠課程修了後に定期的・追跡的な調査を実施

継時的・持続的な進路状況把握システム
(プラットフォーム)としての

「博⼠⼈材データベース(JGRAD)」の構築

修了年を特定した博⼠課程修了者全数
調査としての「博⼠⼈材追跡調査（JD-
Pro）」の実施

2016年10⽉〜2015年修了者（第1次）
及び2012年修了者（第２次）を実施
2017年8⽉記速報を発表

2018年2⽉末現在、42⼤学に拡⼤

期待

現実

海外

我が国においても博⼠⼈材のキャリアパスの把握・可視化に向けた取組を⾏い
客観的根拠に基づいた科学技術政策・⼈材政策の⽴案に貢献

博⼠⼈材のキャリアパス把握の⽬的
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博⼠⼈材データベース（JGRAD）の概要

 2014年度以降の博⼠課程在籍者と修了者（年間約15,000⼈修了）を登録対象者とし、修了者個⼈
が⾃⾝の属性やキャリア情報を⼊⼒・更新する進路追跡システム。

 ⽇本語/英語での⼊⼒が可能

各⼤学

対象者

初期登録
・基本情報
・課程在籍時の情報

課程修了時の⼊⼒
・課程在籍時の情報（振返り）
・5⽉1⽇時点での進路情報

課程修了後の⼊⼒
・修了後、キャリア情報を随時登録

(毎年11⽉に更新要否確認）

researchmap

博⼠課程
在籍時

JREC-IN
Portal

博⼠課程
修了時

⺠間企業に就職
・海外へ移動
・⾮研究開発職

国内の⼤学・公的
研究機関で研究開発職

連携・協⼒

⽂部科学省・NISTEP

博⼠⼈材DB（JGRAD）

登録者本⼈もしくは⼤学による⼊⼒
（基本情報、在籍時情報、進路情報）

登録者本⼈による⼊⼒
（キャリア情報）

• データベース型のWEBサイト
• データは通常⾮公開
• 情報提供等のインセンティブにより
データ⼊⼒を促進

• アンケート機能等により、追加の情報取
得を⾏うことが可能

• ⾃⼤学のデータを博⼠⼈材のキャリア構
築⽀援等にも活⽤可能

各⼤学

3

JGRADへの⼊⼒

科学技術振興機構
国⽴情報学研究所

(c) NISTEP 2018



博⼠⼈材データベース（JGRAD）構築と運⽤

4(c) NISTEP 2018

システム試⾏に向け
複数⼤学と連携・協議

博⼠⼈材DBシンポジウム開催
博⼠課程を有する全ての国内⼤学に周知

(2014年6⽉2⽇)
来場者数︓ 203名

パイロット版
博⼠⼈材DB 博⼠⼈材DB

本格運⽤

博⼠⼈材のキャリア追跡データの構築と活
⽤に関するシンポジウム開催

（2015年6⽉1⽇）
来場者数︓ 319名

2012年度以前
H24

2013年度
H25

2014年度
H26

2015年度
H27

2016年度
H28

システム設計と構築

研究⼤学強化促進事業に採択
された複数⼤学と連携し、システ
ム試⾏の内容を協議（ワーキン

グ・グループ︓7⼤学参加）

博⼠課程修了者の
キャリア把握に関する
国際シンポジウム開催

(2013年2⽉)

第1回 第2回 第3回 第4回

参加⼤学拡⼤を⽬指す

パイロット運⽤連絡協議会

パイロット運⽤（システム試⾏）
2014年度12⼤学の参加を得て開始

2015年度は新たに14⼤学が加わり継続
2016年度には合計30⼤学の参加

2017年度
H29 〜

第5回 第6回

博⼠取得者の初期キャリアの設定︓⽶国
UMETRICSプロジェクトからのエビデンス

（2017年3⽉3⽇）

第7回 第8回

本格運⽤

博⼠課程教育ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞプログラム
等の追跡

本格運⽤による
進路情報の継続的把握

2017年度には合計42⼤学の参加

 2017年度は42⼤学参加。本格運⽤に向け準備中

データ項⽬の⾒直し
システム改修

3⽉
開催
予定



博⼠⼈材データベース(JGRAD)の⼤学参加状況

※後期博士学生数は、各大学のウェブサイトより引用。東北大学、千葉大学、東京医科
歯科大学、電気通信大学、山梨大学、信州大学、大阪大学、神戸大学、九州大学、筑
波大学、高知県立大学は2016年5月1日付データ、群馬大学は2017年8月1日付デー
タ、電気通信大学は2017年6月16日付データ、その他の大学は、2017年5月1日付デー
タ。ただし、早稲田大学、同志社大学、兵庫県立大学、政策研究大学院大学、日本赤
十字看護大学は、一貫性博士課程在学生数の全数を含む。また名古屋大学は、医学
博士課程を含む。

参加⼤学数の推移

参加42⼤学の博⼠⼈材の輩出数(シェア）

8,816 
65.6%

4,621 
34.4%

JGRAD参加⼤学（42⼤学）

JGRAD未参加⼤学 （332⼤学）

⼤学名 後期博⼠
学⽣数※ 2017年度参加形態

東京⼤学 5,771 ⼀部(1研究科、博⼠課程教育リーディングプログラム)
京都⼤学 3,628 ⼀部(15研究科︓博⼠課程教育リーディングプログラム含む）
⼤阪⼤学 3,239 全研究科（博⼠課程教育リーディングプログラム含む）
九州⼤学 2,686 ⼀部(16研究科︓博⼠課程教育リーディングプログラム含む）
東北⼤学 2,652 全研究科
筑波⼤学 2,611 全研究科（博⼠課程教育リーディングプログラム含む）
名古屋⼤学 2,287 ⼀部(博⼠課程教育リーディングプログラム）
北海道⼤学 2,279 ⼀部(13研究科︓博⼠課程教育リーディングプログラム含む）
早稲⽥⼤学 1,852 ⼀部(博⼠課程教育リーディングプログラム）
広島⼤学 1,805 全研究科（博⼠課程教育リーディングプログラム含む）
神⼾⼤学 1,611 全研究科
東京⼯業⼤学 1,491 ⼀部(6研究科、博⼠課程教育リーディングプログラム）
慶應義塾⼤学 1,345 ⼀部(1研究科、博⼠課程教育リーディングプログラム)
東京医科⻭科⼤学 1,254 全研究科（博⼠課程教育リーディングプログラム含む）
千葉⼤学 1,199 全研究科（博⼠課程教育リーディングプログラム含む）
岡⼭⼤学 1,192 ⼀部(5研究科)
⾦沢⼤学 1,035 ⼀部(博⼠課程教育リーディングプログラム）
熊本⼤学 740 ⼀部(1研究科、博⼠課程教育リーディングプログラム)
⻑崎⼤学 732 全研究科（博⼠課程教育リーディングプログラム含む）
⾸都⼤学東京 622 ⼀部(1研究科)
徳島⼤学 582 全研究科
同志社⼤学 548 ⼀部(博⼠課程教育リーディングプログラム）
⼤阪市⽴⼤学 534 ⼀部(7研究科︓博⼠課程教育リーディングプログラム含む)
東京農⼯⼤学 519 全研究科（博⼠課程教育リーディングプログラム含む）
群⾺⼤学 451 ⼀部(博⼠課程教育リーディングプログラム）
信州⼤学 447 ⼀部(1研究科)
⼤阪府⽴⼤学 393 全研究科（博⼠課程教育リーディングプログラム含む）
お茶の⽔⼥⼦⼤学 382 全研究科（博⼠課程教育リーディングプログラム含む）
名古屋市⽴⼤学 348 全研究科
東京理科⼤学 311 全研究科
奈良先端科学技術⼤学院⼤学 303 全研究科
⼭梨⼤学 299 ⼀部(博⼠課程教育リーディングプログラム）
⼭形⼤学 278 ⼀部(博⼠課程教育リーディングプログラム）
秋⽥⼤学 235 ⼀部(博⼠課程教育リーディングプログラム）
兵庫県⽴⼤学 224 ⼀部(6研究科︓博⼠課程教育リーディングプログラム含む)
電気通信⼤学 182 全研究科
滋賀医科⼤学 182 全研究科（博⼠課程教育リーディングプログラム含む）
奈良⼥⼦⼤学 163 全研究科
政策研究⼤学院⼤学 116 ⼀部(博⼠課程教育リーディングプログラム）
豊橋技術科学⼤学 102 全研究科
⽇本⾚⼗字看護⼤学 42 ⼀部(博⼠課程教育リーディングプログラム）
⾼知県⽴⼤学 29 ⼀部(博⼠課程教育リーディングプログラム） 5
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3

5

1

2

4
国⽴⼤学 公⽴⼤学 私⽴⼤学

2014年度
（12⼤学）

2015年度
（26⼤学）

2016〜17年度
（42⼤学）
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アカウント発⾏総数
登録者数

JGRADにおけるアカウント発⾏数と登録者数のこれまでの推移

 2017年12⽉4⽇現在、アカウント発⾏数約3万3千⼈、登録者数1万2千⼈を突破。
 研究分野においては、⾃然科学系(特に⼯学)の登録者が多い。

博⼠課程教育リーディング
プログラム対象者の登録開始

62018年2⽉3⽇付JGRADデータによりNISTEPで作成



7

参加研究科数の推移

 2014年に⽐べ全研究科では4.9倍、⾃然科学系では5.4倍、⼈⽂・社会科学系では3.7倍と⼤幅に増加してい
る。

55
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172

21
38

53
78
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17

0
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100

150

200

250

300

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度
(11⽉末まで）

全体 ⾃然科学系 ⼈⽂・社会科学系 その他
※参加研究科（登録者の所属する研究科）の累計数の推移を⽰す。
※博⼠課程教育リーディングプログラムのみでの参加⼤学の研究科、統廃合による新研究科も含まれる。

2017年11⽉末付JGRADデータによりNISTEPで作成 7



分野別にみる登録分布状況と登録率

JGRAD登録者の分野別分布状況 JGRAD分野別登録率

※ ただし、登録率は４ヶ⽉のタイムラグを考慮せず、同⽉の分野ごとにおける
登録者数/アカウント数で計算

36.0% 37.5% 37.1%

22.1% 21.0% 19.2%

25.8%

35.5%

49.0%
45.3%

48.0%

25.4% 25.1%
30.4% 32.1%

48.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

理学 ⼯学 農学 保健 ⼈⽂ 社会 教育 その他

⾃然科学系 ⼈⽂・社会科学系 その他

分野別アカウント発⾏数に対する登録率(3⽉末) 分野別アカウント発⾏数に対する登録率(11⽉末)

理学
21.4%

⼯学
36.1%

農学
4.9%

保健
22.1%

⼈⽂
6.4%

社会
6.0%

教育
1.6%

その他
1.5%

82017年11⽉末付JGRADデータによりNISTEPで作成

 理学、⼯学、農学、保健の⾃然科学系で84.5%を占めている。
 理学、⼯学、農学、その他(⽣活科学、⼈間科学等）の登録率は45%〜49%と⾼い⽔準。保健や⼈⽂は

25%程度と、他の分野に⽐べまだ低い傾向がある。



留学⽣のJGRAD登録状況（出⾝国・地域分布）

 東アジア・東南アジアで約75% , アジア全体で約86%を占める

東アジア
48.8%

東南アジア
26.0%

南アジア
7.8%

アフリカ
5.3%

⻄アジア
(中東)
3.4%

EU加盟国
2.7%

中南⽶
2.4%

ロシア連邦
0.5%

北⽶
0.7%

EU⾮加盟国
0.4%

⼤洋州
0.4%

その他・不明
1.4%

中央アジア
0.05%

中国
39.1%

韓国
6.8%

台湾
2.2%

その他東アジア
0.7%

インドネシア
7.9%

ベトナム
5.2%

マレーシア
4.3%

タイ
4.1%

ミャンマー
1.9%

フィリピン
1.9%

その他東南アジア
0.8%

バングラデシュ
4.0%

インド
1.7%

その他南アジア
2.1%

イラン
1.5%

アフガニスタン
0.8%

その他⻄アジア
1.1%

中央アジア
0.05%

エジプト
1.3%

その他アフリカ
4.0%

フランス
0.7%

その他EU加盟国
2.0%

中南⽶
2.4%

北⽶
0.7% ロシア連邦

0.5%
EU⾮加盟国

0.4%

⼤洋州
0.4%

その他・不明
1.4%

アジア以外の地域
13.9%

東アジア
48.8%

東南アジア
26.0%

南アジア
7.8%

⻄アジア
(中東)
3.4%

92017年11⽉末付JGRADデータによりNISTEPで作成
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登録者への⼊⼒インセンティブ

10

ロールモデルコンテンツ

JREC-IN Portal求人情報

博⼠の
キャリアパス

2016.9~   JREC-IN portalとの連携（求⼈公募情報⾃動配信）
2016.10~ researchmapとのデータ連係のための整備開始
2018.1~ スマートフォン⼊出⼒開始
2018.4〜 キャリア情報（ロールモデルコンテンツ）配信（予定）

(c) NISTEP 2018

コンテンツ連携・協⼒

Profile情報

データトランスファー

博⼠⼈材データベース



政策のフォローについて（リーディングプログラムを含む）

11

 ⽇本学術振興会の特別研究員
（DC1/DC2採⽤）

 博⼠課程教育リーディングプログラム
 卓越⼤学院プログラム
 スーパーサイエンスハイスクール(SSH)
 学費の免除
 奨学⾦等の受給

•⽇本学⽣⽀援機構の奨学⾦/
受給期間
•⽇本学⽣⽀援機構以外の奨学⾦
/受給期間

 学内博⼠⽀援
 学内博⼠⽀援プログラムへの登録
 競争的資⾦(名称/⾦額)
 TA経験
 RA経験
 データベース連携

(researchmapへのトランスファー
/researchmapからのトランスファー)

 研究者番号

上記⾚字は必須項⽬です。

政策項⽬

 政策項⽬を必須項⽬として追加。博⼠⼈材の政策のフォローに活⽤
 短期的にはアンケートにより追跡調査を⾏う
 ⻑期的には博⼠⼈材の動態分析をを検討中

(c) NISTEP 2018



博⼠⼈材データベースを⽤いたアンケート調査について

12

 調査期間︓2015年11⽉〜2016年1⽉
 調査期間中にJGRADのIDが発⾏されていた博⼠課程在籍者、修了⽣・退学者（12151名）のう

ち、JGRADにログインしてる⽅（3434名）
 回答者︓1051名（回答率30.6％）

博⼠⼈材データベース(JGRAD)を⽤いた博⼠課程在籍者・修了者の所属確認とキャリア
パス等に関する調査（調査資料-250, 2016年5⽉, NISTEP）

在籍者
n=1,003

修了者
n=48

研究開発職
614

61.2%
非研究開発職

52
5.2%

研究開発職・
⾮研究開発職

の両⽅
265

26.4%

分からない
72

7.2%

研究開発職
36

75.0%

研究開発職・
⾮研究開発職

の両⽅
8

16.7%

分からない
4

8.3%

概要図表 博⼠課程修了後に希望する職種

「博⼠⼈材データベース(JGRAD)を⽤いた博⼠課程在籍者・修了者の所属確認とキャリアパス等に関する調査」より抜粋
(c) NISTEP 2018



（参考）博⼠⼈材データベースの政策的位置づけ①

科学技術・学術審議会⼈材委員会
「第7期⼈材委員会提⾔」 （2015年1⽉27⽇）

13(c) NISTEP 2018

（博⼠号取得者のキャリアパスの多様化）
国は、引き続き、各機関における上述のような取組を推進するとともに、博⼠号取得者
のキャリアパスの現状及び課題を的確に把握するため、博⼠号取得者の社会での活躍や
キャリア変更の状況などを⻑期にわたって把握する仕組みを構築すべきである。また、
キャリア開発に資する情報の提供と活⽤を⼀層推進することも求められる。

「科学技術イノベーション総合戦略2016」（2016年5⽉24⽇閣議決定）

（１）⼈材⼒の強化
Ⅰ 知的プロフェッショナルとしての⼈材の育成・確保と活躍促進
○若⼿研究者等の育成・活躍促進
ＵＲＡ、研究設備・整備等を⽀える技術⽀援者、プログラムマネージャーなどの育成・活⽤促進や⼈
材データベースの充実等を推進することにより、キャリアパスの充実化・明確化に取り組む。特に、博⼠
⼈材データベースについては、⼈材流動化の促進にも資するため、JREC-IN Portalや
Researchmap等の関連データベース等との連携を進める。



（参考）博⼠⼈材データベースの政策的位置づけ②

中央教育審議会⼤学分科会
「未来を牽引する⼤学院教育改⾰ （審議まとめ案）」 2015年9⽉15⽇

14(c) NISTEP 2018

（⼤学院修了者の活躍状況の可視化と評価）

⼤学院修了者の進路状況や、その後の社会での活躍状況を適切に把握することは、教
育機関として求められる責務であるだけでなく、これらの情報は⼤学院の教育課程等の
⾒直しや学⽣の⼤学院進学の判断材料として⽣かすことができる貴重な情報である。⼤
学院修了者の進路は、専⾨分野によっても⼤きく異なっているため、その分野や課程ご
とに学⽣が正確な情報を⼊⼿できることが望まれる。

このため、各⼤学院においては、課程・専攻別に⼊学者数・修了者数を公表するとと
もに、修了者の進路やその後の活躍状況等に関する情報も適切に把握して、学⽣や社会
に広く公表することが求められる。また、国としても、認証評価制度において⼤学院修
了者の進路状況が評価されるように促進策を検討することや、博⼠課程修了者の進路状
況を全国的に把握するための調査を継続的に実施するとともに、博⼠課程教育リーディ
ングプログラムの成果を含め、⼤学院修了者の活躍状況を社会に分かりやすく広報する
ことが必要である。



（参考）博⼠⼈材データベースの政策的位置づけ③

「科学技術基本計画」 2016年1⽉22⽇閣議決定

15(c) NISTEP 2016

第4章 科学技術イノベーションの基盤的な⼒の強化
（１） ⼈材⼒の強化

① 知的プロフェッショナルとしての⼈材の育成・確保と活躍促進
ii) 科学技術イノベーションを担う多様な⼈材の育成・活躍促進

（中略）科学技術イノベーションを担う多様な⼈材について、キャリアパ
スの確⽴と⼈材の育成・確保のための取組を推進する。国は、産学官がこ
うした多様な⼈材の育成⽅策について検討する場を設けるとともに、学⽣
等が多様な経験を積み、様々なキャリアパスに対する展望を持てるように
するための産学官協働による⼤学・⼤学院教育改⾰を促進する。加えて、
博⼠⼈材のデータベースの整備・活⽤等を推進する。
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